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　 証券コード　4960

　 平成25年６月11日

株 主 各 位　

　 神 戸 市 中 央 区 京 町 8 3 番 地

　

　 取締役社長 片 木 茂 行

第32期定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚くお礼申しあげます。

　さて、当社第32期定時株主総会を下記により開催いたしますので、

ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権

行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成25年６月25日（火曜日）

午後５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成25年６月26日（水曜日）午前10時

２．場 所 神戸市中央区港島中町６丁目９番１号

　 　 神戸国際会議場　５階　501号室

　 　 （末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項 　

　 報 告 事 項 第32期（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）事業報

告および計算書類内容報告の件

　 決 議 事 項 　

　 議 案 剰余金処分の件

以　上


　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出

くださいますようお願い申しあげます。

　なお、事業報告、計算書類ならびに株主総会参考書類の記載事項を修正する必

要が生じた場合は、修正後の事項をインターネット上の当社ウェブサイト（アド

レス　http://www.chemipro.co.jp）に掲載いたしますのでご了承ください。
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（添付書類）
　

事　業　報　告

(平成24年４月１日から)平成25年３月31日まで

　

１．会社の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過および成果

　当事業年度における世界経済は、米国では、雇用者数や個人消費が回復

傾向であり景気に明るい兆しが見えてきましたが、欧州では、ソブリン債

務問題の不安拡大等により、製造業の低迷が続き景気は悪化傾向であり、

また、中国等の新興国経済は、スローダウン基調からやや持ち直してきて

いるものの、全体としては厳しい状況となりました。一方、日本経済は、

東日本大震災の復興需要等の景気押し上げ要因と年初からの円安・株高に

よる景気回復の期待がでてきているものの、世界経済の低迷と長引く円高

の影響による落ち込みを回復するまでには至らず、国内外経済全体として

はさらに厳しい状況となりました。

　当社の属するファインケミカル業界は、国内外経済の低迷に加え、欧米

を中心に世界の自動車産業が低迷していることにより、対前期比さらに厳

しい状況となり、売上高・収益環境ともに、円高の状況が続く中、中国・

アジアマーケットを中心にグローバルな販売価格競争は依然続いており相

当厳しい状況となりました。

　このような状況の下、当社の業績は、欧米経済の低迷の影響により、紫

外線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾール系薬剤の海外向け販売数

量が前期比85％程度にとどまった影響に加え、電子材料、製紙用薬剤、写

真薬中間体などが低迷した影響により、売上高は前期比７億73百万円減（前

期比9.0％減）の78億６百万円と厳しい状況となりました。

　利益面は、経費圧縮に努めましたものの売上高減収にともなう減益なら

びにグローバルな競争激化にともなう利益率低下などにより、営業利益は

２億53百万円（同51.9％減）、経常利益は受注数量減少にともなう生産休

止費用81百万円を計上したことなどにより92百万円（同74.4％減）となり

ました。当期純利益につきましては、明石工場事故に係る保険金収入49百

万円、埼玉工場を売却したことによる固定資産売却益60百万円を特別利益
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に計上したこと、明石工場事故対策費32百万円を特別損失に計上したこと、

法人税等46百万円を計上したことにより、１億23百万円（同7.6％減）とな

りました。

　以下に各事業の概況をご報告いたします。

〔化学品事業〕

　売上高は、紫外線吸収剤の主力製品であるベンゾトリアゾール系薬剤

の海外向け販売数量が前期比85％程度にとどまった影響により紫外線吸

収剤全体で前期比２億31百万円減（前期比5.0％減）の44億33百万円とな

ったことに加え、国内外経済の低迷の影響は、電子材料、製紙用薬剤、

写真薬中間体においても顕著となり、各々について相当程度の減収とな

った結果、全体では前期比７億45百万円減（同9.8％減）の68億49百万円

となりました。

　

〔ホーム産業事業〕

　売上高は、不採算であったＤＩＹ商品からの撤退にともなう減収の影

響と一般消費者向け木材保存薬剤が低迷したことなどもあり、全体では

前期比27百万円減（前期比2.8％減）の９億57百万円となりました。

　

②　設備投資および資金調達の状況

　当事業年度の設備投資は、リースを含めて214百万円であり、その主な内

訳は次のとおりであります。

　 　 　 固定資産 リース 計

　 姫路工場 建　　　物 9百万円 － 9百万円

　 　 機械及び装置 29百万円 － 29百万円

　 　 工具、器具及び備品 7百万円 － 7百万円

　 相生工場 建　　　物 8百万円 － 8百万円

　 　 機械及び装置 50百万円 － 50百万円

　 　 工具、器具及び備品 3百万円 － 3百万円

　 　 リース資産 － 30百万円 30百万円

　 明石工場 建　　　物 5百万円 － 5百万円

　 　 機械及び装置 4百万円 － 4百万円

　 大阪工場　 建　　　物 3百万円 － 3百万円

　 　 機械及び装置 3百万円 － 3百万円

　なお、上記設備投資につきましては、自己資金およびリースによりまか

ないました。　
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(2) 直前３事業年度の財産および損益の状況 （単位：千円）

区　　分
第 29 期

(21.4.1～22.3.31)
第 30 期

(22.4.1～23.3.31)
第 31 期

(23.4.1～24.3.31)
第32期(当事業年度)
(24.4.1～25.3.31)

売 上 高 6,884,044 9,418,426 8,579,830 7,806,563

経　 常　 利　 益(△損失) △252,091 434,970 359,978 92,097

当 期 純 利 益(△純損失) △260,281 412,242 133,229 123,081

１株当たり当期純利益(△純損失) △15円70銭 24円87銭 8円04銭 7円43銭

総 資 産 13,017,419 12,870,904 12,656,062 13,086,386

純 資 産 3,223,141 3,634,450 3,771,321 3,823,751

（注）１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式総数により算出してお
ります。　　

　

(3) 対処すべき課題

　世界経済は、米国の製造業が依然低調であり、欧州ではソブリン債務問題

による企業マインドが低迷、加えて新興国経済までがスローダウン基調とな

ってきており、世界の自動車産業が、今後さらに減速する懸念も強まってき

ております。

　一方、日本経済は、世界経済の減速を受け、輸出が減少傾向となり景気後

退局面にありましたが、日銀の金融緩和を背景とした円安・株高により国内

経済は回復に向かうとの期待が急速に膨らんでおります。

　このような状況下、当社主力製品の紫外線吸収剤などのプラスティック添

加剤の受注量は前期とほぼ同水準となるものと思われますが、紫外線硬化剤、

新規受託ビジネス、電子材料等が寄与するものと予想しております。当社と

いたしましては、品質改善と生産効率の向上による製品競争力をさらに強化

し、利益体質の改善に向けた経営戦略の実現により、適切な利益を確保する

よう努めてまいります。

　株主の皆様におかれましては、今後とも格別のご支援、ご鞭撻を賜ります

ようお願い申しあげます。

　

(4) 主要な事業内容（平成25年３月31日現在）

有機化学工業薬品（紫外線吸収剤、写真薬中間体、電子材料、製紙用薬剤、

酸化防止剤、木材保存薬剤等の製品）の製造販売
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(5) 部門別売上高の概況（平成25年３月31日現在）
　 　 　 　 （単位：千円）

事 業 別 品　目

第 30 期
(22.4.1～23.3.31)

第 31 期
(23.4.1～24.3.31)

第32期（当事業年度）
(24.4.1～25.3.31)

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比

化学品事業 紫外線吸収剤 5,846,833 62.1 4,664,861 54.4 4,433,326 56.8

　 写真薬中間体 410,783 4.4 444,356 5.2 317,728 4.1

　 製 紙 用 薬 剤 357,096 3.8 482,857 5.6 296,003 3.8

　 酸 化 防 止 剤 263,455 2.8 223,144 2.6 257,700 3.3

　 電 子 材 料 371,988 3.9 457,548 5.3 134,488 1.7

　 防  剤 52,591 0.6 49,916 0.6 47,928 0.6

　 染料・顔料中間体 21,279 0.2 20,725 0.2 19,951 0.2

　 そ の 他 1,108,177 11.8 1,251,519 14.6 1,341,969 17.2

　 （小　計） 8,432,206 89.5 7,594,929 88.5 6,849,097 87.7

ホーム産業事業 木材保存薬剤 822,529 8.7 827,284 9.7 809,688 10.4

 Ｄ Ｉ Ｙ 商 品 53,235 0.6 43,203 0.5 11,700 0.2

　 そ の 他 110,454 1.2 114,412 1.3 136,077 1.7

　 （小　計） 986,219 10.5 984,900 11.5 957,466 12.3

合 計 9,418,426 100％ 8,579,830 100％ 7,806,563 100％

（注）１．数量については、同一品目の中でも種類が多く、かつ仕様も多岐にわたるため、記載

を省略しております。

２．金額は、販売価格で表示しており、消費税等を含んでおりません。

３．主要品目は、事業毎に分類して表示しております。

４．化学品事業のその他には、受託製品等を含めております。
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(6) 主要な事業所（平成25年３月31日現在）

本　　社 神戸市中央区京町83番地

研 究 所 相生、福島

工　　場 明石、姫路、相生、大阪

営 業 所 大阪、福岡、関東（埼玉県日高市）

　

(7) 従業員の状況（平成25年３月31日現在）

従 業 員 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

191（6）名 8名増（－） 40.1歳 13.0年

（注）従業員数は就業員数で、従業員、嘱託、受入出向者を含んでおります。またパートおよび

派遣社員は（　）内に年間の平均人員を外数で記載しております。

　

(8) 主要な借入先の状況（平成25年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,452百万円

株 式 会 社 み な と 銀 行 1,392

株 式 会 社 中 国 銀 行 670

株 式 会 社 り そ な 銀 行 558

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 495
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２．株式の状況（平成25年３月31日現在）

(1) 発行可能株式総数 66,000,000株

(2) 発行済株式の総数 16,623,613株

(3) 株主数 1,664名

(4) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

福 岡 直 彦 2,791千株 16.8％

福 岡 靖 介 1,734 10.5

船 坂 陽 子 1,733 10.5

Ｂ Ａ Ｓ Ｆ ジ ャ パ ン 株 式 会 社 1,270 7.7

ケ ミ プ ロ 化 成 取 引 先 持 株 会 635 3.8

株 式 会 社 み な と 銀 行 593 3.6

金 子 　 力 258 1.6

丸 紅 ケ ミ ッ ク ス 株 式 会 社 249 1.5

宮 田 　 宏 200 1.2

大 阪 中 小 企 業 投 資 育 成 株 式 会 社 195 1.2

（注）持株比率は自己株式数（55,042株）を控除して計算しております。
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３．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況（平成25年３月31日現在）

地 位 氏 名 担当または重要な兼職の状況

代 表 取 締 役 会 長 福 岡 直 彦 　

代 表 取 締 役 社 長 片 木 茂 行 管理本部長

常 務 取 締 役 北 川 和 則 生産本部長

取 締 役 河 井 典 生 営業本部長

取 締 役 金 子 勇 一 生産技術部統括本部長　

常 勤 監 査 役 清 水 俊 造 　

監 査 役 香 山 敏 廣 税理士　

監 査 役 梅 田 和 路 　

監 査 役 大 石 　 建
ＢＡＳＦジャパン株式会社
法務本部ディビジョンヘッド

（注）１．当事業年度中の取締役の異動

　　　　　　退任　平成24年６月26日開催の第31期定時株主総会終結の時をもって、大前吉則、

堀江邦彦の両氏が任期満了に伴い、退任いたしました。

　　　２．当事業年度中の監査役の異動

　　　　　　就任　平成24年６月26日開催の第31期定時株主総会において、大石　建氏が新たに

　　　　　　　　　選任され、就任いたしました。　

　　　３．監査役香山敏廣氏および監査役梅田和路氏は、社外監査役であり、大阪証券取引所に

独立役員として届け出ております。

　　　４．監査役大石建氏は社外監査役であり、当社の特定関係事業者であるＢＡＳＦジャパン

株式会社の法務本部ディビジョンヘッドであります。　

５．監査役香山敏廣氏は、税理士の資格を有し、財務および会計に関する相当程度の知見

を有しております。
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(2) 取締役および監査役に対する報酬等の総額

区 分 人 員 報酬等の総額

取 締 役
（う　 ち　 社　 外　 取　 締　 役）

7名
（1）

108,915千円
（765）

監 査 役
（う　 ち　 社　 外　 監　 査　 役）

4
（3）

18,615
（9,435）

合 計 11 127,530

（注）1.取締役の報酬等の総額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

　    2.上記には、平成24年６月26日開催の第31期定時株主総会終結の時をもって退任した取締

役２名（うち社外取締役１名）を含んでおります。

      3.当社は、平成21年６月25日開催の第28期定時株主総会終結の時をもって取締役および監

査役の役員退職慰労金制度を廃止し、同総会終結後、引き続いて在任する取締役および

監査役に対しては、役員退職慰労金制度廃止までの在任期間に対応する役員退職慰労金

を各氏の退任時に贈呈することを決議しております。

　　　　これに基づき、当事業年度中に退任いたしました取締役１名に対し、上記報酬とは別途

10,100千円の役員退職慰労金を支払っております。　

 

(3) 社外役員に関する事項

　①　監査役大石建氏は、ＢＡＳＦジャパン株式会社の法務本部ディビジョンヘ

ッドを兼務しております。なお、同社は、当社の特定関係事業者でありま

す。　

　②　当事業年度における主な活動状況

・監査役香山敏廣氏は、当事業年度開催の取締役会ならびに監査役会のす

べてに出席し、税理士の立場で専門的な見地から意見を述べております。

・監査役梅田和路氏は、当事業年度開催の取締役会ならびに監査役会のす

べてに出席し、長期にわたる当社社外監査役としての実績とコーポレー

トガバナンスの見地から意見を述べております。

・監査役大石建氏は、平成24年６月26日就任以降開催の取締役会ならびに

監査役会のすべてに出席し、当社事業と関連の深い分野における専門的

な知識と幅広い経験から意見を述べております。

　③　責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法第

423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額を限度としております。
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４．会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称 有限責任 あずさ監査法人

　

(2) 会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

①　公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 27百万円

②　当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利

益の合計額

－百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監

査と金融商品取引法に基づく監査の額を区分しておらず、実質的

にも区分できないため、上記の金額にはこれらの合計額を記載し

ております。

　

(3) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があ

ると判断した場合は、監査役会の同意を得たうえで、または、監査役会の請

求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的とす

ることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当す

ると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いた

します。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される

株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたし

ます。
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５．業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以

下のとおりであります。

①　取締役、従業員の職務執行が法令および定款に適合することを確保する

ための体制

　企業倫理規定をはじめとするコンプライアンス体制に係る規定を、役員

および従業員が法令および定款ならびに社会規範を遵守した行動をとるた

めの行動規範とする。また、その徹底を図るため、総合管理部においてコ

ンプライアンスの取り組みを横断的に統括することとし、同部を中心に従

業員教育等を行う。

　内部監査室は、総合管理部と連携のうえ、コンプライアンスの状況を監

査する。これらの活動は、定期的に取締役会および監査役に報告されるも

のとする。

　法令上、疑義のある行為等について従業員が直接情報提供を行う手段と

して、ホットラインを設置、運営する。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

　文書取扱規程にしたがい、取締役の職務執行に係る情報を文書または電

磁的媒体（以下文書等という）に記録し、保存する。取締役および監査役

は、常時、これらの文書等を閲覧できるものとする。

　

③　損失の危険の管理に関する規程、その他の体制

　コンプライアンス、環境、災害、品質、情報セキュリティおよび輸出管

理等に係るリスクについては、それぞれの担当部署において、規則やガイ

ドラインの制定、研修の実施、マニュアルの作成および配布等を行うもの

とし、組織横断的リスク状況の監視および全社的対応は総合管理部が行う

ものとする。

　新たに生じたリスクについては、取締役会において速やかに対応責任者

となる取締役を定める。
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会は、取締役および従業員が共有する全社的な目標を定め、業務

担当取締役はその目標達成のために各部門の具体的目標および会社の権限

分配、意思決定ルールに基づく権限分配を含めた効率的な達成の方法を定

め、ＩＴを活用して取締役会が定期的に進捗状況をレビューし、改善を促

すことを内容とする全社的な業務の効率化を実現するシステムを構築する。

　

⑤　当会社および子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するた

めの体制

　グループのセグメント別の事業に関して責任を負う取締役を任命し、法

令遵守体制、リスク管理体制を構築する権限と責任を与えており、総合管

理部は、これらを横断的に推進し、管理する。

　

⑥　監査役がその職務を補助すべき従業員を置くことを求めた場合における

当該従業員に関する事項ならびにその従業員の取締役からの独立性に関

する事項

　監査役は、特定の従業員に監査業務に必要な事項を命令することができ

るものとし、監査役より監査業務に必要な命令を受けた従業員はその命令

に関して、取締役等の指揮命令を受けないものとする。

　

⑦　取締役および従業員が監査役に報告するための体制その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役および従業員は、監査役に対して、法定の事項に加え、当社およ

び当社グループに重大な影響をおよぼす事項、内部監査の実施状況、コン

プライアンス・ホットラインによる通報状況およびその内容を、必要に応

じて適宜報告する体制を整備する。

　

⑧　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　監査役と代表取締役との間の定期的な意見交換会を設定する。

　



本事業報告中の記載金額および株式数の表示単位未満は切り捨てて、また比率

の表示桁数未満は四捨五入で表示しております。
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貸　借　対　照　表
（平成25年３月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

［資　 産　 の　 部］ 　 ［負　 債　 の　 部］ 　

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

製 品

半 製 品

原 材 料

仕 掛 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 輌 及 び 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産

特 許 権

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

破産・更生債権等

長 期 前 払 費 用

敷 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

8,526,655

3,320,323

101,782

1,796,599

70,166

1,846,894

851,391

305,606

141,673

23,329

40,203

14,623

26,701

△12,640

4,551,450

4,290,378

950,980

75,792

216,492

71

29,496

2,832,236

185,308

26,727

7,652

11,095

7,979

234,344

121,890

10,800

19,983

26,159

18,977

56,517

△19,983

8,281

8,281

流 動 負 債 6,636,706

支 払 手 形 524,317

買 掛 金 611,827

短 期 借 入 金 3,900,000

１年以内に返済予定の長期借入金 994,912

リ ー ス 債 務 156,535

未 払 金 225,292

未 払 費 用 90,103

未 払 法 人 税 等 11,039

預 り 金 17,424

前 受 収 益 1,226

賞 与 引 当 金 65,047

設 備 支 払 手 形 34,604

そ の 他 4,375

固 定 負 債 2,625,929

社 債 250,000

長 期 借 入 金 1,714,786

リ ー ス 債 務 33,813

繰 延 税 金 負 債 8,359

退 職 給 付 引 当 金 297,081

環 境 対 策 引 当 金 2,172

未払役員退職慰労金 318,500

そ の 他 1,217

負 債 合 計 9,262,635

［純 資 産 の 部］ 　

株 主 資 本 3,800,028

資 本 金 2,155,352

資 本 剰 余 金 1,052,562

資 本 準 備 金 1,052,562

利 益 剰 余 金 605,971

その他利益剰余金 605,971

繰越利益剰余金 605,971

自 己 株 式 △13,857

評価・換算差額等 23,722

その他有価証券評価差額金 23,722

純 資 産 合 計 3,823,751

資 産 合 計 13,086,386 負債及び純資産合計 13,086,386

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成24年４月１日から)平成25年３月31日まで
（単位：千円）

科 目 金 額

売 上 高 製 品 売 上 高 7,275,770 　

　 商 品 売 上 高 530,792 7,806,563

売 上 原 価 期 首 製 品 た な 卸 高 2,106,858 　

　 期 首 商 品 た な 卸 高 65,631 　

　 当 期 商 品 仕 入 高 474,343 　

　 他 勘 定 振 替 高(注２) △158,739 　

　 当 期 製 品 製 造 原 価 5,883,993 　

　 差 引 計 8,372,087 　

　 期 末 製 品 た な 卸 高 △1,846,894 　

　 期 末 商 品 た な 卸 高 △70,166 6,455,026

　 売 上 総 利 益 　 1,351,537

販売費及び一般管理費 　 　 1,098,465

　 営 業 利 益 　 253,071

営 業 外 収 益 受 取 利 息 143 　

　 受 取 配 当 金 3,168 　

　 賃 貸 料 収 入 12,140 　

　 雑 収 入 27,831 43,284

営 業 外 費 用 支 払 利 息 106,071 　

　 賃 貸 料 原 価 6,984 　

　 生 産 休 止 費 用 81,591 　

　 雑 損 失 9,611 204,258

　 経 常 利 益 　 92,097

特 別 利 益 固 定 資 産 売 却 益 60,451 　

　 保 険 金 収 入 49,684 110,136

特 別 損 失 事 故 対 策 費 32,402 32,402

　 税 引 前 当 期 純 利 益 　 169,831

　 法人税、住民税及び事業税 　 46,749

　 当 期 純 利 益 　 123,081

（注）１．記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

２．他勘定振替高は、材料費振替高125,537千円、販売費等振替高33,202千円であります。
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株主資本等変動計算書

(平成24年４月１日から)平成25年３月31日まで
（単位：千円）

　

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本

合計
資本準備金

資本剰余金
合計

その他利益
剰余金

利益剰余金
合計

繰越利益
剰余金

当 期 首 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 565,859 565,859 △13,840 3,759,934

事業年度中の変動額 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当 　 　 　 △82,849 △82,849 　 △82,849

当 期 純 利 益 　 　 　 123,081 123,081 　 123,081

自己株式の取得 　 　 　 　 　 △220 △220

自己株式の処分 　 　 　 △120 △120 203 82

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

　 　 　 　 　 　 　

事業年度中の変動額合計 － － － 40,111 40,111 △17 40,094

当 期 末 残 高 2,155,352 1,052,562 1,052,562 605,971 605,971 △13,857 3,800,028

　

評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

当 期 首 残 高 11,387 11,387 3,771,321

事業年度中の変動額 　 　 　

剰余金の配当 　 　 △82,849

当 期 純 利 益 　 　 123,081

自己株式の取得 　 　 △220

自己株式の処分 　 　 82

株 主 資 本 以 外 の
項目の事業年度中の
変 動 額 ( 純 額 )

12,335 12,335 12,335

事業年度中の変動額合計 12,335 12,335 52,429

当 期 末 残 高 23,722 23,722 3,823,751

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針

(1) 資産の評価基準及び評価方法

　①　有価証券の評価基準及び評価方法

　　関連会社株式 移動平均法による原価法

　　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額

は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平

均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

②　たな卸資産の評価基準及び評価方法

・商品・製品・半製品・原材料・

　仕掛品

移動平均法による原価法（貸借対照表価額については

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

・貯蔵品 最終仕入原価法による原価法（貸借対照表価額につい

ては収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定）

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産（リース資産を除く）

　

(
建物（建物附属設備を除く） 定額法

　 その他の有形固定資産 定率法

②　無形固定資産 定額法

③　長期前払費用 均等償却

④　リース資産

・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によっております。

(3) 繰延資産の処理方法

社債発行費　 償還期間による定額法

(4) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金 売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額

を計上しております。

②　賞与引当金 従業員の賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づ

き計上しております。
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③　退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき、当事業年度末にお

いて発生していると認められる額を計上しております。

④　環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に関

する特別措置法」によるＰＣＢ廃棄物の処理支出に備

えるため、処理見積額を計上しております。

(5) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法 為替予約が付されている外貨建金銭債権債務について

は、振当処理を行っております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象 ヘッジ手段・・・・為替予約取引

ヘッジ対象・・・・外貨建金銭債権債務　

③　ヘッジ方針 外貨建取引における為替変動のリスクを回避する目的

で為替予約取引を行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法 振当処理を採用しているため、有効性の評価は行って

おりません。

(6) 消費税等の会計処理方法 消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

(7) 会計上の見積りの変更と区分することが困難な会計方針の変更

（減価償却方法の変更）

　当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

　これによる当事業年度の営業利益、経常利益及び税引前当期純利益への影響は軽微で

あります。　

　

２．貸借対照表注記

(1) 担保資産

①　担保に供している資産

　 建物 756,011千円

　 構築物 47,636千円

　 土地 2,818,515千円

　 投資有価証券 42,261千円

　 計 3,664,423千円

②　担保資産に対応する債務

　 短期借入金 2,583,700千円

　 長期借入金 807,300千円

　 (1年以内返済予定額含む) 　

　 計 3,391,000千円
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(2) 有形固定資産の減価償却累計額 5,124,156千円

(3) 関係会社に対する金銭債務 40,793千円

(4) 期末日満期手形

　期末日満期手形の会計処理については、当事業年度の末日は金融機関の休業日でしたが、

満期日に決済が行われたものとして処理しております。当期末日満期手形の金額は、受取

手形17,551千円、支払手形167,185千円であります。

　

３．損益計算書注記

(1）関係会社との取引高は、次のとおりであります。

関係会社との営業取引高

原材料仕入高 80,257千円

関係会社との営業取引以外の取引高 4,440千円

(2）通常の販売目的で保有するたな卸資産の収益性の低下による簿価切下額（戻入額）

売上原価 △38,777千円

　

４．株主資本等変動計算書注記

(1) 発行済株式の種類及び総数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 16,623,613株 －株 －株 16,623,613株

(2) 自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類 当事業年度期首株式数 当事業年度増加株式数 当事業年度減少株式数 当事業年度末株式数

普通株式 53,747株 2,095株 800株 55,042株

（注）１．増加は単元未満株式の買取請求による取得であります。

　　　２．減少は単元未満株式の売渡請求による売渡であります。　

(3) 新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

　該当事項はありません。

(4) 配当に関する事項

①　配当金支払額

（決議）
株式の
種類

配当金の
総額

1株当た
り配当額

基準日 効力発生日
配当の
原資

平成24年
６月26日

定時株主総会
普通株式 82,849千円 5円

平成24年
３月31日

平成24年
６月27日

利益剰余金

　

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

（決議予定）
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

1株当たり
配当額

基準日 効力発生日

平成25年
６月26日

定時株主総会
普通株式 利益剰余金 41,421千円 2円50銭

平成25年
３月31日

平成25年
６月27日
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳　

　 その他有価証券評価差額金 8,359千円

　 繰延税金負債計 8,359千円

　

６．退職給付会計に関する注記

(1）確定拠出型の制度として確定拠出年金制度と退職一時金制度を設けております。

(2）退職給付債務に関する事項

　 退職給付債務 297,081千円

　 退職給付引当金 297,081千円

※当社は退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。

(3）退職給付費用に関する事項

　 勤務費用 59,474千円

　 退職給付費用 59,474千円

※当社は退職給付費用の算定にあたり、簡便法を採用しております。

　

７．リースにより使用する固定資産に関する注記

所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以

前のリース取引

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び当期末残高相当額

　　 注記の対象となるリース契約のリース期間が満了したため、該当事項はありません。

　(2) 未経過リース料当期末残高相当額

　　 注記の対象となるリース契約のリース期間が満了したため、該当事項はありません。

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　 支払リース料 17,963千円

　 減価償却費相当額 16,093千円

　 支払利息相当額 209千円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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８．金融商品に関する注記事項

(1）金融商品の状況に関する事項

①　金融商品に対する取組方針

当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、また、資金調達については銀行

借入による方針であります。デリバティブは、為替変動リスクを回避するために利用し、

投機的な取引は行わない方針であります。

②　金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リ

スクに関しては、当社の与信管理規程に従い、リスク低減を図っております。また、為替

の変動リスクに関しては、為替予約を利用してヘッジしております。なお、ヘッジ会計に

関するヘッジ手段とヘッジ対象、ヘッジ方針、ヘッジの有効性の評価方法等については、

前述の「重要な会計」に記載されている「ヘッジ会計の方法」に記載しております。

投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期毎に時価の把握を行っ

ております。

営業債務である支払手形、買掛金及び未払金は、そのほとんどが１年以内の支払期日で

あります。

借入金、社債及びファイナンス・リース取引に係るリース債務の使途は運転資金（主と

して短期）及び設備投資資金であります。

金融商品取引については取引権限及び取引限度額を定めた社内ルールに従い、財務経理

部が決裁権限者の承認を得て行っております。

(2）金融商品の時価等に関する事項

平成25年３月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のと

おりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含

まれておりません（（注２）参照）。　

　 貸借対照表計上額 時　　価 差　　額

(１) 現金及び預金　 3,320,323千円 3,320,323千円 －千円　

(２) 受取手形　 101,782千円 101,782千円 －千円　

(３) 売掛金　 1,796,599千円 1,796,599千円 －千円　
(４) 投資有価証券
　　　 その他有価証券　

99,976千円 99,976千円 －千円　

(５) 支払手形　 524,317千円 524,317千円 －千円　

(６) 買掛金　 611,827千円 611,827千円 －千円　

(７) 未払金　 225,292千円 225,292千円 －千円　

(８) 短期借入金　 3,900,000千円 3,900,000千円 －千円　

(９) 社　債　 250,000千円 254,517千円 4,517千円　

(10) 長期借入金（*） 2,709,698千円 2,714,272千円 4,574千円　

(11) リース債務（*）　 190,348千円 190,088千円 △260千円　

（*）１年以内に期限到来の流動負債に含まれている長期借入金及びリース債務を含めております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブに関する事項

(1) 現金及び預金、(2）受取手形、(3）売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

なお、一部の外貨建売掛金は、為替予約の振当処理の対象とされており、ヘッジ対象と

される売掛金と一体として処理しているため、その時価は売掛金の時価に含めて記載して

おります。　

(4) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

(5) 支払手形、(6）買掛金、(7）未払金、（8）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価

額によっております。

(9）社債、(10) 長期借入金

社債及び長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規発行及び借入を行

った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。

(11) リース債務

リース債務の時価は、元利金の合計額を、同様の新規リース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しております。

（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　 貸借対照表計上額

投資有価証券
　非上場株式　

21,914千円　

関係会社株式 10,800千円　

未払役員退職慰労金 318,500千円　

これらについては、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積ることなどがで

きず、時価を把握することが極めて困難と認められるため上表には含めておりません。
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９．関連当事者との取引に関する注記　

役員及び個人主要株主等

種類

会社等
の名称
又は氏
名

所在地
資本金
又は
出資金

事業の
内容又
は職業

議決権
等の所
有(被
所有)
割合

関連当
事者と
の関係

取引の
内容

取引金額 科目 期末残高

 役員

 及び

 その

近親者

福岡

直彦
― ―

当社代

表取締

役

(被所有)

 直接

16.9%

　－

当社銀

行借入

に対す

る保証

1,550,500

千円
－ －　

（注）当社は、銀行借入に対して代表取締役福岡直彦より債務保証を受けております。なお、保

証料の支払は行っておりません。

　

10．賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　

11．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 230円78銭

(2) １株当たり当期純利益 7円43銭
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会計監査人の監査報告

　 独立監査人の監査報告書 　

　 平成25年５月16日　

　ケミプロ化成株式会社 　

　 取締役会　御中 　

　 有限責任 あずさ監査法人 　

　

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 北本　敏 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 坊垣慶二郎 
　

　 　

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、ケミプロ化成株式会社の

平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第32期事業年度の計算書類、すなわち、貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書につ

いて監査を行った。

　

計算書類等に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠し

て計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は

誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するた

めに経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類

及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において

一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査

法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保

証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手

するための手続きが実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に

よる計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適

用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、

当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するため

に、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま

た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ

た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが

含まれる。
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　 　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断してい

る。

　

監査意見

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の

財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

　

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。　

　

　以　上
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監査役会の監査報告

　 監　査　報　告　書 　

　　当監査役会は、平成24年４月１日から平成25年３月31日までの第32期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適

合することを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保する

ために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める

体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等からその構

築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、

意見を表明しました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告

及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状

況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査

人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社

計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平

成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、

必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注

記表）及びその附属明細書について検討いたしました。

　



2013/05/28 16:23:54 ／ 12900182_ケミプロ化成株式会社_招集通知

監査役会の監査報告

－ 26 －

　２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及

び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められませ

ん。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

　

　

　 平成25年５月20日 　

　 ケミプロ化成株式会社　監査役会 　

　

常勤監査役 清 水 俊 造 

社外監査役 香 山 敏 廣 

社外監査役 梅 田 和 路 

社外監査役 大 石 　 建 

　

以　上
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剰余金処分議案
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株主総会参考書類
　

議　案　　剰余金処分の件

　当社は、経営環境、業績、将来の事業展開等を総合的に勘案したうえで、

財務体質の強化を図りつつ、安定的かつ継続的に配当を行うことを基本方針

としております。

　第32期の期末配当につきましては、当期の業績ならびに今後の事業展開等

を勘案いたしまして、以下のとおりといたしたいと存じます。

①　配当財産の種類

金銭といたします。

②　配当財産の割当てに関する事項およびその総額

当社普通株式１株につき金２円50銭

配当総額　41,421,428円

③　剰余金の配当が効力を生じる日

平成25年６月27日といたしたいと存じます。　

　

以　　上　
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地図

株主総会会場ご案内図
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